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1. はじめに 

2015 年 8 月 3 日にオバマ大統領は米国の気候変動対策の大きな柱として、大気浄化法（Clean 

Air Act: CAA）を改正し、既存の火力発電所からの二酸化炭素（CO2）排出を規制するクリ

ーン・パワー・プラン（Clean Power Plan: CPP）、および新設火力発電所に対する CO2排出基

準である炭素汚染基準（Carbon Pollution Standards: CPS）を発表した。米国は、温室効果ガ

ス（GHG）の総排出量を 2025 年までに 2005 年比 26－28%削減するとの約束草案（INDC）

を、2015 年 3 月に国連気候変動枠組条約の事務局に提出している。米国では電力セクター

が GHG 排出量の 32%を占める最大の排出源となっており（EPA 2015a）、CPP および CPS

が、この電力セクターへの CO2排出規制の中心となる。 

新設の火力発電所への初めての CO2 規制となる CPS の草案は 2012 年 4 月に米国環境保護

庁（EPA）より発表され、約 250 万通のパブリックコメントが寄せられた（EPA 2015b）。そ

の後、再検討が行われ、2012 年案は取り下げられることになり（EPA 2015b）1、2013 年 9 月

に新設発電所への基準値、2014年 6月には建て替えを行なう発電所への基準値が発表され、

本年 8 月 3 日に最終版が公表された（EPA 2015b）。他方、既存火力発電所の規制である CPP

については、2015 年 8 月に CPS とともに最終版がオバマ大統領より公表されるに先立ち、

2014 年 6 月に EPA より CPP 草案が発表され、430 万通以上のパブリックコメントが寄せら

れた。CPP 最終版では、2030 年までの火力発電所からの CO2 排出削減目標を CPP 草案の

2005 年比 30%削減から 32%削減に引き上げるとともに、再生可能エネルギー促進などのよ

り柔軟な CO2排出対策の視点2を打ち出している。これらの変更については、パブリックコ

メントで得られた知見を反映するとともに、気候変動対策およびクリーン・エネルギー推進

に対するオバマ大統領の強い決意を反映していると考えられる（White House 2015）。 

既存の大気汚染の規制を行う法律である CAA を用いて GHG 排出規制を行うアプローチを

採用した背景には、米国における気候変動対策のための新法整備が難しい点が挙げられる。

米国では、排出量取引制度の導入計画などを含む包括的な気候変動法案が議会に提出され

たものの、上院・下院における民主党・共和党のねじれのため、法案の通過が困難な状況が

継続している。一方、オバマ大統領は、当選一期目（2009 年～）から、気候変動対策に意欲

を示し、法制化を求める方針は継続しつつも、上述の議会における困難な状況を鑑み、大統

領権限と既存制度を用いて気候変動対策を促進している。二期目（2013 年～）の 2013 年 6

月には、「米国気候行動計画」を発表し、新設に加え、既存の火力発電所への規制を含む CO2

対策を進めることを発表した（White House 2013）。 

                                                   
1 主な相違点として、2012 年案では火力発電所に統一の排出基準値が示されたが、2014 年案には天然ガ

スと石炭火力に異なる排出基準値が示された他、改築された発電所は炭素回収・貯留（CCS）技術の導

入が要件になっていない。また、2014 年案には、2012 年案では示されなかった操業許可証の費用の提

示、達成までの期間の短縮などの変更が含まれる。2012 年案は 2014 年 6 月に正式に取り下げられた。 

2  CPP 草案では火力発電所の新築時に CCS の利用を想定するレベルの排出基準を設けたが、最終版で

は、州全体で達成すべき CO2排出総量目標あるいは原単位目標を設定した。加えて、各発電所におけ

る対策以外に再生可能エネルギーの導入や、州内あるいは州をまたぐ排出量取引による目標達成を可能

とし、より柔軟な達成計画の作成が可能となった。 
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CAA を用いた GHG 排出規制という方針が具体化した転機は、2006 年のマサチューセッツ

州などによる EPA への訴訟である。2007 年、連邦最高裁判所は、EPA には GHG が国民の

健康と福祉に悪影響を与えるかどうかを調べ、悪影響がある場合は規制を行う義務がある

とした。3 2009 年に EPA は、1）現在および予測される大気中の GHG 濃度は、現在および

将来の国民の健康と福祉に悪影響を与えること、および、2）自動車とそのエンジンが排出

源であることの 2 点により、移動排出源である新しい自動車あるいはエンジンの排出基準

値を規定する CAA の 202 条（a）4の下で GHG の「危険性を認定」した（EPA 2009）。5 こ

の結果、GHG は大気汚染物質として認定され、自動車などの移動排出源に加え、火力発電

所などの固定排出源が規制対象となった。この間、共和党からは、EPA による規制の権限を

弱める、あるいは延期するための法案が提出されるなどの民主党との攻防があったものの6、

オバマ大統領のリーダーシップにより、火力発電所規制と再生可能エネルギー及び天然ガ

スなどの低炭素エネルギー源の利用推進を組み合わせた形で CPP 最終版（EPA 2015c）がま

とめられた。 

 

2. 火力発電所への新たな規制の概要 

2015 年 8 月 3 日に発表された米国の火力発電所への規制は、新設及び建て替えを行う火力

発電所に対する規制である炭素汚染基準（Carbon Pollution Standard：CPS）（EPA 2015d）と、

既存の火力発電所の規制であるクリーン・パワー・プラン（CPP）の二つに分けられている。

前者は大気浄化法（CAA）の 111 条（b）の新規の汚染物質発生源に対する規制、後者は 111

条（d）の既存の汚染物質発生源に対する規制のもとで定められている。 

2.1 草案からの主な変更点 

今回の CPP の最終版と 2014 年 6 月に公開された草案を比較すると、2030 年までの火力発

電所からの CO2排出削減目標を草案の 2005 年比 30%削減に対し最終版では 32%削減と 2%

上積みされていることに加え、火力発電所に対する排出基準値、排出削減目標値、目標達成

計画の策定方法の多様化など技術事項について大幅に更新されていることに注意が必要で

ある7。後述するように、排出基準値は全国統一の値と州別の値が存在するが、州別の排出

削減基準値設定の際に、電力網系統別に東部・西部・テキサスの 3 区分に分けて検討した。

削減目標については、石炭火力発電への依存が高い州に対しては州毎の排出削減率が厳し

くなった一方で、石炭火力発電への依存が低い州に対しては削減率が緩和された。 

                                                   
3 Massachusetts et al vs. EPA, US Supreme Court, July 26, 2007. 

4 202 条(a)項は、EPA 長官に、米国民の健康と福祉を脅かす新規移動排出源からの大気汚染物質の排出基

準を規定する権限を与えている。 

5 この危険性の認定や、移動排出源に加え、発電所を含む固定排出源からの GHG 排出規制の実施に関して

EPA に権限がないなどとする訴訟があったものの、2012 年に最高裁にて棄却された。（Coalition for 

Responsible Regulation v. EPA, 2012） 

6 例えば、H.R. 3826, 2014 The Electricity Security and Affordability Act などの法案が共和党より提出されて

いる。 

7 2014 年 6 月に公開された CPP 草案については、栗山、吉野（2014）が分析を行っている。 
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再生可能エネルギーの導入想定量については、草案と比較しておよそ 2 倍に引き上げられ

た（Deyette 2015）。これに対応する形で EPA は各州による再生可能エネルギーの導入を促

進させるための支援制度（Clean Energy Incentive Program）を設立し、草案よりも再生可能エ

ネルギーの導入が進みやすい内容となった。また、天然ガス発電の導入量に上限8が設けら

れ、石炭火力発電所のガス火力発電所への極端な転換が回避された。 

また、EPA は排出量取引制度の活用を以前に増して推奨しており、州をまたぐ排出量取引が

可能となる前から各発電事業者が取引の準備を進められるように、排出量取引に必要なシ

ステム構築支援を EPA が行うことを定めた（EPA 2015e）。 

2.2 既存の火力発電所に対する排出削減目標値の設定（CPP） 

州政府は既存の火力発電所に対する排出削減目標値の設定には、大きく分けて排出原単位

アプローチ、排出総量アプローチの 2 つのアプローチがある。本章では、これらの排出削減

目標値の作成プロセスについて紹介し、関係性を整理する。 

I. 施設毎の排出基準値（Subcategory-Specific CO2 Emission Performance Rates ）：すべて排

出削減目標値の基礎となる値であるとともに、排出原単位アプローチのひとつである。

EPA が策定した排出削減のための最適システム（Best System of Emission Reduction：

BSER）の概念に基づいて、東部・西部・テキサスの 3 区分別に対象となるすべての発

電所の発電量及び CO2排出量データを基に、排出係数が計算される。BSER は①石炭火

力発電所の熱効率の改善、②天然ガス複合サイクル（Natural Gas Combined Cycle：NGCC）

の設備利用率を夏季純設備容量（Net summer capacity）の 75%に向上、③再生可能エネ

ルギーの利用拡大、の 3 つの構成要素（Building Block）を考慮される。計算の結果、3

つの中で最も値が高い（緩い）東部の値が排出係数基準値（Subcategory-Specific CO2 

Emission Performance Rates）として採用された。具体的には、個別の火力発電所に対し

て、熱源（石炭火力、石油火力など）によらず 0.59 kg-CO2/kWh9の排出係数基準値が画

一的に適用される。0.59 kgCO2/kWh という数字は非常に厳しいものである。現在の日

本の最新技術である超々臨界圧（Ultra Super Critical：USC）石炭火力発電の排出係数は

0.83 kg-CO2/kWh 程度、将来技術である石炭ガス化複合（Integrated coal Gasification 

Combined Cycle：IGCC）発電でさえも 0.75 kg-CO2/kWh 程度である。石炭火力の継続運

転は不可能となる。なお、ガス火力発電所に対しては、0.35 kg-CO2/kWh の排出係数基

準値が適用され、1500℃級コンバイドサイクル発電以上の技術が必要となる。したがっ

て、州が施設毎の排出基準値を採用した場合、再生可能エネルギーへの投資や低炭素電

源による発電量の取引制度などを活用して各発電所が排出係数を下げることができる

ような制度を構築することが必要となる。 

                                                   
8 2022 年おける天然ガス発電による発電量は 2012 年比で最大 22%増以内に留める必要がある。また、2022

年以降も発電量の増加が前年比 5%以内に収まるように定められている。 

9 原文では1305 lb-CO2/MWh。本稿では、排出係数をkg-CO2/kWh単位に換算した（1 lb-CO2/MWh = 0.0004536 

kg-CO2/kWh）。 
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II. 州ごとの排出原単位目標の設定：I の排出係数基準値および BSER において計算される

州内の対象となるすべての石炭火力およびガス火力発電所の発電量を基に、州全体と

しての排出原単位目標が定められる。この原単位目標の達成手段として、州の独自の基

準に基づいて排出係数が発電所ごとに定められる。従って、発電所に対する排出原単位

目標の設定は、I のアプローチよりもより柔軟なものとなる一方で、州は削減目標達成

の実現可能性を独自に検討する必要がある。10  

III. 州ごとの排出総量目標の設定：州政府は EPA が策定した BSER に基づいて州内の対象

となるすべての発電所からの排出総量目標を定める。排出総量目標は、II で設定した排

出原単位目標、2012 年の発電量、再生可能エネルギーの増加を考慮して、算定される。

こちらも、II と同様に、EPA がガイドライン及び排出総量目標の計算結果を公開してい

る。なお、総量目標とした場合、2030 年までに電力需要に対応するために新規火力発

電の建設計画も必要となる場合があるが、新規の計画については後述する CPS で対処

するか、または、エネルギー情報局（EIA）が推定する 2030 年までの電力需要予測量を

基に、新規火力発電所からの CO2 排出量の増加を見込んだ排出量総量目標を設定する

という 2 つの選択肢のいずれかを取り得る。 

EPA の試算によれば、2030 年には、総量アプローチの費用は 51 億ドル、原単位アプローチ

の費用は 84 億ドルとなり、総量アプローチの方が対策費用は安くなる（EPA 2015i）。また、

総量アプローチでは、省エネ対策は EPA による承認および評価・計測・検証が不要である

ため、需要サイドの対策により発電セクターからの排出量を大幅、かつ高い費用対効果があ

る削減が可能である。一方で、排出原単位目標の場合、再生可能エネルギーなどのゼロ排出

エネルギー源を活用する場合、ERC（Emission Rate Credits）を活用しなければならならず、

手続きが複雑になる点が指摘されている（EPA 2015a）。これらの理由から、EPA は総量アプ

ローチの方がより簡素な仕組みで目標を達成できると推奨している。 

2.3 新設および建て替える火力発電所に対する排出削減基準値（CPS） 

新設の石炭火力発電所への CO2排出規制は、2014 年 6 月に発表された草案よりも排出係数

に対する基準値が弱められたものの、0.64 kg-CO2/kWh となっており、依然として、炭素回

収・貯留（Carbon Capture and Storage：CCS）技術の利用が必要となる基準値となっている。

ただし、建て替え11について、出力が 586 MW（2,000 MBtu/h）以上の施設については、基準

値を 0.816 kg-CO2/kWh と設定し、出力が 586 MW 以下の施設については、基準値を 0.907 

kg-CO2/kWh と設定した。これは、CCS を利用しない USC の設置を許容する基準値である。 

                                                   
10 EPA（2015f）参照。 

11 施設の建て替えや変更により、法案では”modification”に該当する 1 時間当たりの最大排出量が増加する

場合、あるいは、”reconstruction”に該当する固定資本費が新設相当の 50%を超える場合、新規発生源排

出基準（NSPS）の対象となる(EPA 2015d)。また、施設の建て替えを行う際、その工事により、GHG 以

外の大気汚染物質の排出量が著しく増加し、かつ、GHG 排出量が 75,000 トン CO2 換算/年以上になり、

総排出量が質量ベースで増加する場合には、CAAの新規発生源レビュー（NSR）の対象となり、工事前

の許可証取得が必要となる。ただし、CPP では、需要側の対策などにより NSR の対象とならないよう

な対応も可能である(EPA 2015c)。  
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ガス火力発電所については、新設、建て替えともに、0.454 kg-CO2/kWh の基準値が求められ

ており、1300℃級コンバインドサイクル発電などの現時点での最新技術の適用が必要とな

る。 

一見すると、2.2 で紹介した排出基準アプローチにおける既存の個別火力発電所に対する基

準値に比べ、新設および建て替えの個別火力発電所に対する基準値が緩やかであるように

見受けられる。しかし、既存の火力発電所は再生可能エネルギーなどのゼロ排出電源の発電

量を取引によって活用し排出係数に反映することが可能であるが、新設および建て替えの

火力発電所はゼロ排出電源からの発電量を取引により活用することは基本的にはできない

ため、実質的には後者の方が厳しい規制であると考えられる。12 

なお、上に紹介したとおり、EPA では州政府が排出総量目標を選択した際の新設の発電設備

の扱いについても、技術的補足文書（Technical Support Documents: TSD）の作成・公開を行

っている。 

2.4 州政府による排出削減目標およびその達成方法の策定 

州政府は排出目標の設定方法を選択するとともに、その目標達成計画（State Plan）を策定す

る。目標達成計画を他の州と共同策定し、排出量取引の対象範囲を広げることも可能である。

排出削減目標の達成手段について、EPA は複数の達成方法を紹介している。排出総量目標に

対しては以下の M1 から M3 の選択肢を示し、原単位目標については R1 から R3 の選択肢

が示されている（EPA 2015h）。 

M1: 既存の発電所に対して、個別に排出枠が割り当てられる方法 

M2: 既存および新規建設の発電所に対して、個別に排出枠が割り当てられる方法 

M3: 州内における全ての既存及び新規建設の発電所を対象とした州全体での排出枠が設定

される方法。具体的な達成手段は州が策定する。 

R1: 各発電所が EPA が策定した全米一律の排出係数基準値を遵守する方法 

R2: 各発電所が EPA が策定した州ごとの一律の排出原単位目標を遵守する方法 

R3: 州政府が各発電所に個別の排出係数基準値を設定することで、EPA が策定した州ごと

の排出原単位目標を達成する方法 

EPA は M1 および R1 の選択肢をモデルルールとして推奨している。これに対し、例えば M3

では、電力需要サイドの省エネ、送電線の効率化、原子力発電所や水力発電に関する建て替

え計画も州政府の目標達成計画の一部とする提案を可能とする柔軟な措置の導入が行いや

すい半面、排出目標達成に向けた制度管理がより複雑となる。 

州政府は目標達成計画を EPA に提出し、EPA の承認を受ける必要がある。目標達成計画が

提出されなかった場合、あるいは提出された目標達成計画が不承認となった場合は、EPA が

                                                   
12 州政府による削減計画の対象に新設の発電所も含まれる場合は、ゼロ排出エネルギー源による発電量の

活用は可能となる。 
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策定するモデルプラン（Federal Plan）が強制的に適用されることになる13。モデルプランは

排出原単位目標及び排出総量目標に対して 1 案ずつ策定される。2016 年夏にはモデルプラ

ンが公表され、公表後 90 日間のパブリックコメントを受けて制定される予定である。 

2.5 CPP実施スケジュール 

CPP の今後のスケジュールを表 1 に示す。2021 年までにすべての州14において目標達成計

画が策定され 2022 年から 2029 年の 8 年間が CPP の暫定履行期間となり、2030 年 7 月 1 日

に達成計画の暫定成果が明らかになる見込みである。2030 年の実績を含めた CPP の最終成

果は、2032 年 7 月 1 日に明らかになる見通しである。 

表１ CPPの実施スケジュール 

提出物の期限 期日 

目標達成計画の提出 または 提出遅延の申請 2016 年 9 月 6 日 

提出遅延が申請された目標達成計画策定の進捗報告 2017 年 9 月 6 日 

目標達成計画の最終期限 2018 年 9 月 6 日 

マイルストンレポート 2021 年 7 月 1 日 

 

削減目標の遵守 報告日 

暫定目標遵守期間（2022-2029）  

 第 1 報告期間 2025 年 7 月 1 日 

 第 2 報告期間 2028 年 7 月 1 日 

 第 3 報告期間 2030 年 7 月 1 日 

暫定目標達成報告（2022-2029） 2030 年 7 月 1 日 

最終目標達成報告（2030） 2032 年 7 月 1 日 

 

3. EPAによる CPPの費用便益分析 

米国では、主要な規制・ルールを策定する際に、それによる費用と便益を定量的に示した規

制影響分析（Regulatory Impact Analysis：RIA）を行うことが義務付けられている。EPA は、

CPP に関する RIA を公表しており、その中で CPP による CO2排出削減の便益および健康面

でのコベネフィットの定量評価を行っている（EPA 2015i）。 

                                                   
13 モデルプランが適用された際にも、その運用は州政府が全部または一部を担うことが可能である。モデ

ルプラン適用後も、州政府が独自の目標達成計画（State Plan）が提出・承認されれば、モデルプランの

適用は取り下げられる。 

14 なお、該当施設のないワシントン D.C.およびバーモント州は計画提出対象外であり、ハワイおよびア

ラスカの両州は、連邦政府が情報などを持っていないため、他の 48 州に遅れて州計画を提出すること

が許可されている。 
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3.1 CO2排出削減便益 

CO2排出削減便益については、米国政府・連邦省庁間作業部会（Interagency Working Group: 

IWG）により 2010 年 2 月に公表され、2013 年 5 月と 2015 年 7 月に改訂された「炭素の社

会的費用（Social Cost of Carbon：SCC）」を用いて推計している（IWG 2010、IWG 2013、IWG 

2015）。SCC は、ある年における CO2排出量が 1 トン増加することにより引き起こされる損

害を金銭評価したものと定義される。したがって、CPP の実施による CO2排出削減量に SCC

を掛け合わせることで、CO2 排出削減による便益を推計することができる。なお、IWG に

よる SCC 推計値は、CO2 排出量増加により米国内で生じる損害だけではなく、全世界で生

じる損害と定義されている。IWG はこの理由として、気候変動が地球規模での外部性であ

ること、および効果的な気候対策には全世界での取り組みが必要となることを挙げている

（IWG 2010）。 

IWG による SCC 推計は、3 つの統合評価モデル（DICE モデル、PAGE モデル、FUND モデ

ル）のそれぞれに対し、マクロ経済および GHG 排出量予測（GDP、人口、CO2排出量、CO2

以外の GHG 排出量）と、推計結果に大きな影響を与えるパラメータである気候感度（CO2

濃度を 2 倍にした状態で気候システムが平衡状態に達する際の全球平均気温変化量）およ

び割引率について統一した入力条件を与え、現状のまま推移した場合の損害と、ある年度に

CO2排出量を 1 単位追加した場合の損害を比較して行っている。気候感度など不確実性の高

いパラメータは分布として与えられており、SCC の推計結果も分布として得られるため、

推計結果分布の平均値で SCC を代表させている。なお、統合評価モデルによる損害推計は

2300 年までを対象としており、割引率により推計結果が大きく変わるため、IWG は 3 通り

の割引率（2.5％、3％および 5％）に対して推計を行っている。さらに、IWG による SCC の

推計値は定量化の難しい影響が反映おらず過小評価であるとの批判があることから、割引

率 3％の場合については分布の 95％をカバーする数値（95％値）も併せて公表している。15 

RIA で採用されている SCC 推計値を表 2 に示す。 

                                                   
15 例えば、2015 年 7 月改訂版における 2030 年の SCC の場合、割引率 3％に対応する平均値が 48 ドルで

あるのに対し、95％値は 150 ドルとなる。 
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表 2 炭素の社会的費用（2015年 7月改訂版） 

[ドル（2011 年価値）/米トン-CO2]16 

割引率 

 

5% 

（平均

値） 

3% 

（平均

値） 

2.5% 

（平均

値） 

3% 

（95%

値） 

2015 年 11 35 54 100 

2020 年 12 40 60 120 

2025 年 13 44 65 130 

2030 年 15 48 70 150 

2035 年 17 53 75 160 

2040 年 20 58 81 180 

2045 年 22 62 86 190 

2050 年 25 66 91 200 

出典：EPA（2015i）. 

 

EPA（2015i）は、CPP による CO2排出削減効果を表 3 のように推計している。 

 

表 3 CPPによる CO2排出削減効果 

[100 万米トン-CO2] 

 

 
排出原単位 

アプローチ 

排出総量 

アプローチ 

2020 年 69 81 

2025 年 232 265 

2030 年 415 413 

出典：EPA（2015i） 

 

これらの削減量と SCC を掛け合わせ、RIA では CO2排出削減による便益を表 4 のように推

計している。17 

                                                   
16 SCC の単位として、EPA（2015i）では「ドル（2011 年価値）/米トン-CO2」、IWG（2015）では「ドル

（2007 年価値）/メトリックトン-CO2」で表記されている。例えば IWG（2015）では、2050 年における

割引率 3%の 95%値は 212 ドル（2007 年価値）/メトリックトン-CO2である。 

17 原文では 2 桁の数字に丸めてあり合計値などが合わない場合がある。本稿でも表 4~表７について原文

の数字をそのまま使っている（ただし単位は原文の 10 億ドルを億ドルに変更）。 
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表 4 CPPによる CO2排出削減の便益 

[億ドル（2011 年価値）] 

 排出原単位アプローチ 排出総量アプローチ 

割引率 

 

5% 

（平均

値） 

3% 

（平均

値） 

2.5% 

（平均

値） 

3% 

（95%

値） 

5% 

（平均

値） 

3% 

（平均

値） 

2.5% 

（平均

値） 

3% 

（95%

値） 

2020 年 8 28 41 82 9.4 33 49 97 

2025 年 31  100  150  310  36  120  170  350 

2030 年 64  200  290  610  64  200  290  600 

出典：EPA（2015i） 

3.2 健康面でのコベネフィット 

CPP の実施により、CO2排出削減だけではなく、二酸化硫黄（SO2）、窒素酸化物（NOx）、

揮発性有機化合物（VOC）などの大気汚染物質の排出削減が期待される。EPA による RIA

では、これらの大気汚染物質の排出削減により健康被害が緩和されるコベネフィットにつ

いて金銭価値評価を行っている。推計手法としては、SO2や NOx により PM2.5が生成され、

また NOXや VOC が大気中で反応しオゾン（O3）が生成されるため、CPP 実施により PM2.5

およびオゾンの生成量が減少することによる死亡率および疾病率の減少を推計し、それに

伴う金銭的便益を求めている（EPA 2015i）。SCC 推計と同様に複数の割引率（3%および 7%）

に対して推計を行っているが、CO2に比べ影響を及ぼす期間が短いため割引率の影響は大き

くない。EPA（2015i）における推計結果を表 5 に示す。 

表 5 CPPによる大気汚染物質排出削減に伴う健康面でのコベネフィット 

[億ドル（2011 年価値）] 

 割引率 3% 割引率 7% 

汚染物質 

 

SO2 NOX 

（PM2.5生成） 

NOX 

（O3生成） 

SO2 NOX 

（PM2.5生成） 

NOX 

（O3生成） 

2020 年 4.4－9.9 1.4－3.3 1.2－5.2 3.9－8.9 1.3－3 1.2－5.2 

2025 年 64－140 5.6－13 4.9－21 57－130 5－11 4.9－21 

2030 年 120－280 10－23 8.6－37 110－250 9.3－21 8.6－37 

出典：EPA（2015i） 

 

なお、地球温暖化によるオゾン生成量の増加や火力発電所から直接排出される PM2.5に関す

る評価などは含んでいないため、表 5 に示す健康面でのコベネフィット推計値は控えめな

数値と考えられる（EPA 2015i）。また、CO2排出削減の便益が地球全体の便益の推計であっ

たのに対し、健康面でのコベネフィット推計は米国本土のみの便益に対応している点に留

意が必要である。 

3.3 CPP実施による純便益 

EPA（2015i）では、CO2排出削減便益および健康コベネフィットそれぞれについて複数の割

引率の組み合わせ（例えば CO2排出削減便益については 3%、健康コベネフィットについて

は 7%、など）に対応した純便益（CO2排出削減便益と健康コベネフィットの合計から CPP
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実施に必要な費用を引いたもの）を推計しているが、推計手法の整合性の観点からはそれぞ

れについて同じ割引率を適用して推計すべきであろう。双方に同じ割引率の設定が可能で

あり、かつ EPA（2015i）が中心的な値と位置付けている割引率 3%の場合について、SCC に

ついて分布平均値を採用した場合の純便益を表 6 に、95%値を採用した場合の純便益を表 7

に示す。 

表 6 CPP実施による純便益（割引率 3%、SCC平均値の場合） 

[億ドル（2011 年価値）] 

  CO2削減便益 健康ｺﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ 実施費用 純便益 

排出原単位 

アプローチ 

2020 年 28 7－18 25 10－21 

2025 年 100 74－180 10 170－270 

2030 年 200 140－340 84 260－450 

排出総量 

アプローチ 

2020 年 33 20－48 14 39－67 

2025 年 120 70－170 30 160－260 

2030 年 200 120－280 51 260－430 

出典：EPA（2015i） 

表 7 CPP実施による純便益（割引率 3%、SCC95%値の場合） 

[億ドル（2011 年価値）] 

  CO2削減便益 健康ｺﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ 実施費用 純便益 

排出原単位 

アプローチ 

2020 年 82 7－18 25 64－75 

2025 年 310 74－180 10 370－480 

2030 年 610 140－340 84 670－870 

排出総量 

アプローチ 

2020 年 96 20－48 14 100－130 

2025 年 350 70－170 30 390－490 

2030 年 600 120－280 51 670－830 

出典：EPA（2015i）、純便益は EPA（2015i）より筆者試算 

 

このように、EPA（2015i）が中心的と位置付けている割引率 3%を想定した場合、CPP 実施

による純便益は非常に大きいと見込まれる。2020 年時点においても、SCC について控えめ

な数字（分布平均値）を使用した場合で 10 億ドル～67 億ドル、分布の 95%をカバーする値

（SCC95%値）を使用した場合には 64 億ドル～130 億ドルの純便益が見込まれ、短期的にも

大きな正の影響があることが示されている。また、CPP の目標年である 2030 年時点におい

ては、SCC 平均値の場合で 260 億ドル～450 億ドル、SCC95%値では 670 億ドル～830 億ド

ルにのぼる巨額の純便益が発生する見込みとなっている。 

 

4. 火力発電所に対する CO2排出規制を支持する動向 

今後の火力発電所への規制、特に CPP の実行を後押しする 3 つの動向、すなわち、CPP へ

の訴訟に対して EPA が勝訴する可能性、産業界の支持、および国民の支持について紹介す

る。 
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第一に、CPP に関する訴訟について、石炭火力発電所は、水銀や酸性ガスなどの有害大気汚

染物質（Hazardous Air Pollutants：HAPs）の排出を規制する 112 条18よって既に規制されてい

るため、CPP が規定される CAA111 条（d）による規制により、新たに規制されるべきでは

ないとして、石炭産業への支持団体が訴訟を起こす可能性がある（Gallucci 2015）。しかし、

石炭産業への支持団体の主張は CAA の文脈、構造、立法経緯の観点から正当化できず、EPA

有利であると環境保護基金（EDF: Environmental Defense Fund）の顧問弁護士が評価してい

る（Carbonell 2015）。 

第二に、産業界からの CPP への支持について、石炭業界からは反対が想定されるが、天然

ガス業界はその利用の拡大が見込まれることから支持が想定される。また、太陽光発電、風

力発電、送電、電池などの再生可能エネルギー及び送電関連企業は、CPP によって新たな市

場が生まれることから、CPP を支持することが予想される。実際に、ミッドアメリカン・エ

ナジー社、サザンカンパニー社、エクセロン社などの大手電力関連企業は再生可能エネルギ

ーや原子力などの低炭素エネルギー源への投資を進めている（Freeman and Konschnik 2015）。

またパシフィックガス＆エレクトリック社は、古い電化製品の買い替えによる需要側の省

エネルギー対策を検討している（Freeman and Konschnik 2015）。加えてこれらの動向を受け

て、既存の電力会社も来たる規制に対して入念な準備を進めている（Freeman and Konschnik 

2015）。このように、エネルギー産業界においても州政府と協力して、CPP の達成計画をに

ついて真摯に議論を進める方が得策と考える企業は数多く存在する。エネルギー産業以外

では、ネスレ、ユニリーバ、GAP、eBay などの大企業を含む 365 社による企業団体（Ceres）

は、CPP 公表に先立つ 7 月 31 日に、石炭州であるウィスコンシン州、ケンタッキー州、テ

キサス州を含む 29 州の州知事に対して、「CPP はアメリカをクリーン・エネルギー経済へ

移行するために重要」とし、また雇用創出効果もあることから、CPP への支持を訴える書簡

を送付した（Ceres 2015）。以上のように、産業界において、CPP に対する支持が広がり始め

ている。 

第三に、世論の支持について、ワシントンポスト紙が 2014 年 5 月末から 6 月初めにかけて

行った調査によると、火力発電所への CO2 規制強化に対して、民主党有権者で 79%、共和

党有権者で 56%が支持し、全体としてみても、「月々の電気代が 20 ドル上がっても CO2 削

減は果たすべき」との問いかけに 63%もの賛同が得られている（The Washington Post 2014）。

また、2014 年 6 月に公開された CPP 草案に対する 430 万通にのぼるパブリックコメントの

うち、370 万通は CPP 導入に肯定的な意見であった（White 2015）。これらの結果より、火

力発電所への規制導入について国民の支持はおおむね得られていることがうかがえる。 

一方、火力発電所への規制導入の遅延・阻害の動きもみられる。例えば、2014 年の中間選

挙で勝利した共和党が CPP の執行を進めるために必要な EPA の予算を削るような法案を提

案するといった動きがみられた（矢沢 2014）。しかし、これまで紹介したように、米国内の

                                                   
18 水銀などの重金属、揮発性有機化合物（VOC）、酸性ガスなど 189 の人体に有毒・有害な物質が対象。

SO2、NOX、CO、オゾン、PM、鉛を対象とする。これらの有害汚染物質は、経済性に関わらず、Most 

Achievable Control Technology により削減が求められている。 
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国民、産業界に気候変動へのリスクの認識が広がってきている状況を勘案し、火力発電所へ

の CO2排出規制が着実に実施されることが期待される。 
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